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2Abstract
Therole
re-considerationofthepost
-WorldWarIIreforminEnglandandWales
ofuniversitiesinthetrainingofteachers:
(1)－
KazukoTAKANO
InEnglandandWales,teachertraininghadbeennecessaryonlyfortheelementaryschool
teacherswhoteachworkingclasschildren.The丘rstsyste血aticteachertraining,namedmonitorial
system,startedintheelementaryschoolclassroomsinanapprent三ceshipmodel.Inthemid-
nineteenthcentUry,thenewpupil-teachersystemwasintroducedandalsothetrainingcollegeswere
establishedbyvoluntarybodies.Brightworki耳gclasschildrenstudiedinelementaryschoolsbecame
pupil-teachersandtrainedinelementaryschoolclassrooms,thentheyentertrainingcolleges,andat
lasttheyreturntoelementaryschoolsasteachers.Thisinbreedingprocessoccurredintheelementa・
ryschoolsectorandwascontrolledbytheBoardofEducation.Thismeans,teachertraininghadbeen
entirelyseparatedfromtheuniversity.
Inthe1890s,UniversityDepartmentsofEduchtionwereestablishedandbecame``thefirstreal
linksbetweenteachertrainingandthe皿iversityacademictradition".Universityconnectionhas
beenregardedimportantbecausehighacademicattainmentandacademicautonomyoftheuniversi-
tieswouldbenefitteachertraining.Inthispoint,AreaTrainingOrganiZationsestablishedafterWorld
WarIIattractedattentionastheyembodiedpartnershipbetweenuniversitiesandtrainingcolleges.
Thispaperexplores(1)thepositionofteachertrainingandtrainingcollegesinEnglisheduca-
tionsystemasawhole,(2)thelevelandcontentsoftrainingcollegeeducation,(3)managementsys-
temofteachertrainingcourses.Thr皿ghthese,thepostLWorldWarIIeducationrefo㎜inEngland
andWalesisre-consideredontheproblemoftheroleofuniversitiesinthetrainingofteachers.
Inthisfirstchapterofthepaper,theobjectofthedescriptionislimitedtotheperiodbetweentwo
WorldWars,especially1920s.Intheearlydaysofthisperiod,thepu1poseoftrainingcollegeswasto
trainstudentsasschool-teachersandalsotosupplytheirinsu伍cientgeneraleducation,becausemany
ofthestudentshadnotattendedsecondaryschools.Throughthisperiod,mostofthetrainingcollege
entrantsbecamesecondaryschoolgraduatesandtrainingcollegesestablishedtheirpositionaspost-
secondaryeducationinstitutions.
In1925,reportofthedepartmentalcommitteeontrainingofteacherswaspublished.Th三sreport
recommendedtomaketrainingcollegeeducation``moreprofessional".Thecommitteewasdivided
onthelengthandcontentsofprofessionaltraining.Theminorityinsistedthattrainingcollegeshould
3concentrateon``howtoteach"inoneyear.Themajoritymademuchofsubjectstudygroundedon
childstudyintwoyears.Butbothweredifferentfromassenionofliberaleducation,whichcamefrom
LabourPartyandNationalUnionofTeachers.LabourPartyandNUTthoughtthata1三teachers
shouldcompleteacademiceducationleadingtouniversitydegreeandbetrainedinoneyearpost
graduatecourse.Throughthis,theysoughttouniteelementaryschoolteacherswithsecondary
schoolteachers.
Re且ect輌ngthegradualadvancementoftrainingcollegesaspost・secondaryeducationinstitutions,
formalrelationshipWithunivers三tiesonlocalbaseswasfirstattainedinthisperiod.JointExamination
Boards,consistedwithpeoplefromlocaluniversityandtrainingcolleges,wereestablishedinllaireas
throughoutthecountry.TheseJointExaminationBoardstookoverthepowerfromBoardofEduca-
tiontomakesyllabusandcarryoutfinalexaminationforcollegestUdents.Thiswasanimportantstep
forcollegestoproceedtoautonomoushighereducationinstitUtions.
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はじめに
イギ リスの教員養成 は,階 級的な複線型学校制度 に対応 する形で,民 衆のための初歩学校elemen-
taryschoo1教師 を養成 する もの として出発 した。主 と して支配層の子弟の教育 を担 い,大 学 への進
学ルー トとなっている中等学校 の教師は,大 学 で学位を取得するこ とに よって適格性が満た される と
考え られてお り,教 職的教養 を得 るための養成 は必要条件 とはされなかった*1。いわ ば,「教員養成
は劣等老の ための もの」*2とみなされて きたのであ る。
初歩学校の教室 で年長生徒か ら選 ばれた助教monitorにシステムを習熟 させる訓練*3と してスタ
ー トした教 員養成は,教 生制度*4,教習生制度*5の導入 と師範学校trainingcollegeの設立 によって
形を整えて い く。19世紀 においては,師 範学校 とは,私 立(有 志 団体立)で,全 寮制 で,大 多数が
宗派的 な ものであ った。 しか し,1902年数育法(バ ルフ ァ法)で つ くられた地方教育 当局 が初歩学
校 と教員養成機関の設置 ・維持 に関わる権 限を得 たため,1904年か らは地方教 育当局 による公立の
師範学校設立が可能になった。宗派がそれぞれの初歩学校教育の担い手 を得 るために始 めた教員養成
機関の設置 と運営 が,地 方教育当局の手に移 ってい くことによ り,宗 派的制約 に支配 されない より多
くの教員養成の機会が与 えられるようになってい く*6。(表1参照)
大学 と教員養成 を結 びつける試みは,こ の ような動 きと並行す る形 で行われは じめる。 とりわけ,
1890年代以降設立 され るようにな り,「教 員養 成 と大学 のアカデ ミヅクな伝統 との最初 の現実的な
環」 と評 される通学制師範学校*7,大学教育学科は,教 育院BoardofEducationの監督 か ら離れて,
大学の高い学術水準 と自由な雰囲気のなかで行われる教員養成 を出現 させた という点で重要な もので
あった*8。
表1.教 員養成機関数と定員(1920-21年度)
大学教育
学科
公立師範
学校 蕊難立 計
学 校
学生定員
20
5,128
22
4,038
50
6,285
92校
15,451人
出典:1925年報告書p.174学生定員は実際の在学
者数ではない。
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しかし,初歩学校教師の主たる養成機関である師範学校における教員養成に変化が生 じるには,大
学 と師範学校が組織的な提携関係を持つ必要があった。この点で,イギリス独特の制度 として諸外国
から関心を持たれて きた*9のが,戦 後改革時に設立された地域教員養成機構(AreaTrainingOr-
ganization,以下,ATOと略す)である。大学が師範学校の教育内容に責任を持つというATOは,
大学 と教員養成の関係について一つの決定的な方向づけを与え,戦後教員養成改革をシンボライズす
るものでもあった。
ATOに対 しては,1960年代後半から,大学の影響で教員養成に過度のアカデミズムを生 じさせ教
師の資質の充実を妨げているという批判が高まり,1975年には廃止が決定され,さ らに80年代には,
教育科学大臣による教員養成課程の認定制度 とそのための基準設定 という政策が実施される*10。こ
こでは,教 員養成における大学の役割の重視から,中央教育行政機関の積極的関与へ という理念の転
換が行われている。
本論文は,教員養成における大学の役割 という問題について,イギリス戦後改革の持 っていた意味
を再定位することを課題 としている。そのために,上述のような状況を視野に入れつつ,イ ギリス
(イングラン ドとウェールズ)において,①教員養成 といういとなみ とそれをになう師範学校が教育
制度全体の中で どのような位置にあったか,② それと関わって教員養成に期待された教育内容 ・水
準,③ それらを前提 とした教員養成課程の管理システム(構想)を,明 らかにする*11。本稿(そ の
1)では第1次 ・第2次両大戦の戦間期を対象とし,次稿以降,第2次 世界大戦下の制度改革論議,
戦後改革期を扱う。対象を戦間期からとするのは,1930年代の合同試験委 員会JointExamination
Boardが形のうえではATOの前史となっているためである。また,戦後改革期の区切りについては,
1951年中に全国のATOの設立が終わ り,52年にはそれとの関連で補助金制度が変更されるなど*12,
ATOの成立期 とそれ以降を1952年で画することができるため,1952年までと考えることとする。今
日の時点で改めて戦後改革に至る議論をたどり,否定されたATOという制度の出発点を検証するこ
とは,前述のような近年の政策動向の評価を行 うための前提作業 としても必要であると考えられる。
ところで,日本の戦後教員養成制度改革は,師範教育への批判にたち 「大学における教員養成」 と
免許制度における 「開放制」を基本理念 として出発 した。その前提 となっている考え方は 「真理 と平
和をもとめ,豊かな人間性を持つ新 しい国民の教育は,閉鎖的でない自由な教育体系のなかで養成さ
れた教師によってはじめて可能であり,その教師たちが国民の知的形成に責任を持ちうるためには,
彼 ら自身真のr学 問』をしていなければならない」*13というものであった。ここでは,学 問の高水
準 ・総合性 と研究教育の自由を有するがゆえに,大学に教員養成の担い手としての期待がよせられて
いるのである。それは当然,豊かで高度な教員養成の教育内容をつ くり出す大学の自主的努力によっ
て受け とめられるべ きはずのものであった。
1950年代末以降のわが国の教員養成政策は,戦後改革が教師の専門的力量 ・教職意識の低下をも
たらしたとして,いわゆる 「目的大学」化を志向した。そのようななかで,この 「大学における教員
養成」の理念にたつ教員養成論は,主 として政策批判として展開されながら,多 くの労作によって理
念の確認 ・発展や具体的提案が行われ,教 員養成研究をり一 ドしていったといえる。 ところが,そ こ
6には 「政策的現実の否定的現象を批判することと,実現さるべき肯定的な教員養成教育の課題追究 と
が識別され得なかった」*14と指摘される弱点が存在 した。「閉鎖制か開放制かという制度論のフレー
ムは,教育内容の問題にふみこまないかぎり,すでに一歩 も進展 しない」*15として"教 える必要に
よって学ぶ"こ とを積極的に位置づけた教員養成教育の教育課程の具体的な検討が提起されていたの
も,これを示すものである。
その後,約20年を経た今 日においても,rr開放制』理論は,教員養成における国家統制を批判 ・
排除 しっつ,大学が主体的,目 的的に行 う教員養成を正当に位置づけて理論化する必要があったので
ある」*16と,教員養成に対する消極性の克服が課題 として指摘される状態が存在 している。大学 と
教員養成 といういとなみとの関係を問い,大学が自らが引き受けるべき役割に正面から対座 して,教
員養成課程の内容(カ リキュラム)に まで具体化 してい くという作業一教職課程を厄介視せず,「自
ら選んで教師たらんとする者に対する教育責任を十分果た」 しきること*17一はいまだ課題でありっ
づけているのである。
今 日,日本の教員養成は大 きな変化の時期に直面 している*18が,大学 との関係をなぜ,どのよう
につ くるかを模索 し続けたイギ リス教員養成の歴史は,我が国の大学(と教育学)が教員養成にどの
ように対すべきかを考える際の示唆ともな りうると思われる。
1師 範学校と大学の組織的関係づくりへ一戦間期
(t)教員養成の位置一1920年代前半の状況
1920年代前半 においては,教 職に至 るルー トは,き わめて複雑多様であった(図1)*19。下記のア)
か らエ)の いずれかのルー トで図の楕 円部分にいたれば,師 範学校 ・大学教育学科 に進んで免許教師
cenificatedteacherとな るか,あ るいは,無 免許教師uncer逝catedteacherの認定を うけてす ぐに
勤務 するか,の いずれ もが可能 とな る*20。
ア)11ない し12歳で中等学校に進学 し,18歳まで一般の生徒 として在学。
イ)11ない し12歳で中等学 校に進学 して17歳まで一般 の生徒 として在学 し,そ の後1年 間は教習
生studentteacherとして,主 に初歩学校 で実践に従事するかたわ ら週 に何回か中等学校 に出
席 して 自らの一般教育を継続する*21。
ウ)中 等学校 または教生セ ンターpupUteachercentreの予備 クラスで教 育を受けた後,16歳か ら
の2年 間 を教生pupilteacherとして,初 歩学校での実践 と自らの教育の継続 にあて る。教生
は中等学校に所属する場合 と教生センターに所属す る場合があ る*22。
エ)地 方 に残 ってい る形態 と して,14歳か ら18歳までの4年 間,初 歩学校 に属 して,校 長の監督
と指導の もとに実践 と自らの教育の継続 を行 う。
教育院の認定 を受けた教師には,免 許 教師 ・無免許教師 ・補助教師supplementaryteacherの3種
類 があった(表2参 照)。図中のステ ップの うち どれ一つ としてそれ自体 が免許教師の地位を得 るた
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図1教 職にいたるルー ト
めに必須の ものはない*23といわれ,免 許教師とな らずに無免許教師 ・補助教師のまま勤務をっづけ
る者 も存在 した*24。
192《F21年度の教生 ・教習生の数は表3の 通 りである。表1の 教員養成学校の学生定数 と比べれ
ば,また,表4で の師範学校での養成を受けないで免許教師 となった者の比率を見れば,この時期,
8表2.教 育院の認定を受けた教師
1913-14年度 1922-23年度 1923-24年度 1924-25年度
実数 % 実数 % 実数 % 実数 %
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
免許教師 102,178 68.0 107,931 73.7 108,009 74.4 109,233 74.3
無免許教師 36,204 24.1 28,192 19.3 27,661 19.1 28,988 19.7
補助教師 11,770 7.9 10,208 7.0 9,449 6.5 8,877 6.0
計 150,152 一 146,331 一 145,119 一 147,098 一
ウ
ェ
ー
ル
ズ
免許教師 6,978 50.6 8,777 59.7 8,968 61.3 9,319 61.7
無免許教師 5,203 37.8 4,690 31.9 4,524 30.9 4,739 31.4
補助教師 1,597 11.6 1,240 8.4 1,148 7.8 1,049 6.9
計 13,778 一 14,707 一 14,640 一 15,107 一
出 典:EduaatibninEnglandandWTaLes'BeingtheRoporiq〃heBoardOfEducatibnfortheSchooly藺夕1925-26
(Cmnd.2866),p.158.
表3.性 別教生 ・教習生数(1920-21年度)
教生pup皿teacher教 習 生
stud題t
teadler
計教生セン
ター所属
センター
以外
男子 328 56 842 1,226人
女子 1,283 288 4,012 5,583人
計 1,606 344 4,854 6,809人
出典=1925年報告書p.176
イ)・ウ)・エ)の ルー トが教員養成に おいて相当の比 重を占めていたこ とが理解で きる。 ちなみ に
1922-23年度において,教 育院に認定 された教師のうち免許教師の比率は72.4%,その うち師範学校
で養成を受けた ものが71.3%,全体では教師の51.6%が師範学校での養成経験者であった。
1922-23年度 の師範学校入学者の うち,88%は何 らかの形で中等学校の教育 を経 由 して いた(表
5)。これは,初 歩学校出身の生徒が初歩学校での教生生 活だけを経 て師範学校 に入学 していた時代
に比 べれば,格 段 の進歩であ る。 この時期,教 師にな る者が11ない し12歳か ら16歳まで を中等学校
です ごすこ とが通例 とな っていた といわれてい る*25。16歳か ら教生 となった場合 も,1年 目は全 日
制 の一般教育であ り,教 育実習 にあて られるのは2年 目のすべてまたは大部分であ るため,実 質的
には17歳までは一般的な中等学校生徒 とかわ らない状態であった*26。
しか しなが ら,18歳まで1週 間のすべて を自らの中等教育に当てたあ と師範学校に進学 した と考
ト
えられる者,す なわち入学以前に教師 として認定を受けていない者は34%にすぎなかった(表6)。
教生または教習生 として初歩学校で実習を行いつっ中等学校(または教生センター)へ通ったり,あ
るいはそれらの人 々がいったん就職 して無免許教師 となったあと入学 した者が大半を占め,師範学校
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表4.初 歩学校の免許教師の内訳{養成歴別)
年 度
師範学校で養成を受けた人 養成を受けていない人
男性 女{生 計(%) 男性 女性 計(%)
1875-76 7,974人 7,562人 15,536(69.1)2,496人 4,447人 6,943(30.9)
1880-81 9,974 9,814 19,788(59.0)4,223 9,551 13,774(4LO)
1885-86 11,623 11,558 23,181(55.3)5,143 13,594 18,737(44.7)
1890-91 13,226 13,454 26,680(56.1)5,951 14,940 20,891(43.9)
1895-96 15,849 16,608 32,457(57.3)6,586 17,578 24,164(42.7)
190《レ01 18,196 19,911 38,107(57.6),998 21ρ98 28,096(42.4)
1905-06 20,721 24,153 44,874(53.0)8,963 30,809 39,772〈47.0)
1910-11 24,623 32β66 56,989(56.2)9,632 34,579 44,391(43.8)
1913-14 27,804 39,102 66,906(61.3>9,422 32,828 42,250(38.7)
1919「20 26,416 50,103 76,519(67.1)8,019 29,565 37,584(32.9)
1920-21 26,562 52,973 79,535(68.5)7,687 28β81 36,568(31.5)
1921-22 27,985 54,627 82,612(70.0)7,475 27,984 35,459(30.0)
1922-23 29,019
(24.9%)
54,160
(46.4%)
83,179
(71.3%)
7,406
(6.3%)
26,135
(22.4%)
33,541
(28.7%)
出典:1925年報告書p.175
表5.師 範学校入学者が入学以前に受けた教育
中等学校での教育 独立の教生
センターで
地方の教生
として その他教生として その他の生徒
1922{23 10渇% 77.3% 3.9% 1.1% 7.1%
1923-24 10.5 81.3 3.4 0.8 4.0
1924-25 9.0 82.9 3.4 1.1 3.6
192627 5.5 85.3 3.5 0.9 4.8
1927-28 5.0 87.5 3.0 1.0 3.5
1928-29 4.6 87.5 3ユ 0.9 3.9
1929-30 1.8 87.5 2.3 1.4 7.0
1930-31 1.4 87.5 1.8 工3 &0
1931-32 0.8 89.3 1.7 1.1 7.1
1932-33 0.3 92.7 L5 0.6 4.9
1933-34 0.1 92.8 1.6 0.5 5.0
1934-35 0.1 93.5 1.4 0.4 4.6
1935-36 0.1 93.1 1.4 0.7 4.7
1936-37 0.0 93.2 0.8 0.7 53
1937-38 0.1 92.9 0.3 0.8 5.9
出典:1923-24までは各年度のRep(ntoftheBoardOfEducatlbnより,1926-27からは各年度のEdt"utibninEn-
gland&Walesより作成。
「中等学校 での教育」欄の 「その他の生徒」は教生pupilteacher以外の生徒すべてを さ し,student
teacherはこの中に含まれている。
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表6.師 範学校入学者の入学前の教師としての認定状況
%
免許教師 無免許教師 教 習 生studentteacher
教 生
pupUteacher
教師として認定されず
1922-23 0.9% 17.5% 36.6% 10.7% 34.3%
1923-24 0.5 13.3 42.2 11.7 32.3
1924-25 0.5 10.7 43.5 10.8 34.5
1926-27 0.4 12.0 35.0 7.5 45.1
1927-28 0.4 12.1 32.4 6.0 49.1
1928-29 0.3 11.5 17.9 6.4 63.9
1929-30 0.2 14.2 15.1 2.9 67.6
193〔}-31 0.2 12.1 14.9 2.3 70.5
1931-32 0.1 9.0 14.5 2.2 74.2
1932-33 0.0 6.7 15.5 1.8 76.0
1933-34 0.0 6.9 14.7 L8 76.6
1934-35 0.0 7.3 11.2 L4 80.0
1935-36 0.0 9.0 10.4 1.4 79.2
1936-37 0.1 8.5 7.4 LO 83.0
1937-38 0.0 9.3 7.1 0.5 83.1
出典:表5に 同 じ。
入学以前に教師の身分 をもたなか った者の方が少数派なのであ る*27。この数字は,中 等学校 に上級
コー スadvancedcourseが多 く設置 されるようになった り,教 師の一般教育は施設が許 す限 り十分に
も
なされるべきという考えが広まったおかげで教師志望者で18歳まで中等学校にとどまる者が増加 し
た*28といわれる段階での数字である。中等教育が民衆に開かれず(表7参 照),初歩学校教師の大
半は何らかの公的保障がなければ中等教育を受けられない階層の出身である*29という状況のなかで
は,他の専門職を目指す生徒たちと同様に師範学校入学まで中等教育を受けるということが大きな課
題 となっていたのである。
この時期,教 育院の教員養成規則では,師範学校の目的規程 として,教師になるための専門養成
professionaltrainingと「一般教育の継続」とが並列的に掲げ られていた*30。実際の教員養成の教育
内容 も,大きく教職専門教育(教 育原理,教育実習,衛生学,体育など)と一般教育の二本立てで構
成されていた。一般教育はさらに国語 ・歴史 ・地理 ・数学 ・科学のグループと,歌唱'音 楽理論 ・図
画 ・工作 ・(女子のみ)裁 縫のグループに分かれる*31。師範学校は,2年の在学期間のあいだに,
教職のための準備教育 と並んで,不十分にしか中等教育を受けていない学生の一般教育を補充するこ
とを期待されたのであ り,この意味でも中等教育修了後により高度な教育を行 う機関とは位置づけら
れていなかったわけである。
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表7.イ ンゲラン ドおよびウェ ・ールズの中等教育(教育機会の指標)
3月31日現在で13歳か
10歳から11歳までの公立初歩学校の生徒でその前年の3月31日に中等 ら14歳の中等学校生
学校入学を許可されたものの比率 徒数の同一年齢集団に
対する比率
イングラン ドおよび
ウェールズ イングラン ド ウェール ズ
イングラン ドおよび
ウェールズ
1920 9.50 9.10 14.50
1921 9.70 9.20 16.10
1922 9.50 8.80 16.70
1923 一 一 一
1924 8.40 7.90 14.30
1925 9.09 8.49 15.97
1926 9.36 8.85 15.58
1927 10.66 10.66 17.39
1928 11.26 10.60 18.76
1929 i3.20 12.48 20.64
1930 12.90 12.12 21.00
1931 10.33 9.58 19.33 12.1
1932 10.52 9.90 18.08 12.8
1933 10.84 10.19 18.59 11.4
1934 11.93 11.11 22.30 11.6'
1935 12.63 11.82 22.46 11.6
1936 12.99 12.21 22.56 12.0
1937 13.68 12.86 23.85 12.8
1938 14.34 13.45 25.89 13.2
出典:1920年か ら1926年までの 『イングラン ドお よびウェールズにおける公教育の統計』(1923年には統 計が
すべて存在 しない。)同年以降は 『教育院年次報告書』-r1938年におけ る教育』第32表。
注:こ のデー タは,7月31日 現在の年度に入学 を許 可された全生徒数 に関する ものである。右端の欄のデー
タについては,1931年前は入手不能。
(B.サイモン著,岩 本俊郎訳 『イギリス教育広田』,亜紀書房,1984年より重引。)
このような背景のなかで,1923年,教育院総裁によって,「公立初歩学校教師の養成のための準
備」及び 「現行制度の組織 と財政」の検討を諮問事項 とする委員会が設立された。教員養成制度の系
統的調査が行われるのは19世紀に教生制度がスター トして以来は じめてのことであった*32。
同委員会設立に際 しては,いわば必然性から編み出された師範学校での一般教育 と専門養成の並列
を見直す時期に来ているという意識が教育院内に存在 した。同委員会に先立って,1920年の規則改
正によって,師範学校生徒の一般教育の必修科目数が6又 は7か ら4又は5に 減 じられていたが,
その意図は,一般教育よりも 「より多 くの時間を学校での実習にあてる」あるいは 「特定教科の高い
水準の学習にあてる」ためであると説明されていた*33。一般教育に向けていた時間を減 じることは
明らかであるが,そ れを専門養成にふり向けるのか,よ り高水準の教科の学習にあてるのかは並列的
に示されている状態である。中等教育 レベルの 「一般教育の継続」の任が軽 くなるにつれ,師範学校
は何をこそなすべきかの検討が改めて必要になってきていたといえる。
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折 しも,「すべての者に中等教育を」 を求める動 きが大きなうね りとなっていた時代であ り*34,同
委 員会 の活動は,中 等教育制度改革 をめ ぐる議論 と並行す る形で進んだ。同委員会の委員19名の う
ちDr.EmestBarker(ロン ドン大学 キングス ・カ レヅジ学長),MissE.R.Conway(全美教員組
合),MissFredaHawtrey(師範学校教員),AldermanP.R.Jackson,J.P.(ウェス トライデ ィング
教育委 員会)の4名 は1926年にr青 年期 の教育』 を出 した教育院の諮問委 員会(ハ ドウ委員会)の
メンバーを も務めてい る。
一方 ,当 時,雑 学年齢の14歳か らの引 き上げが議論 に上 っていたが,教 師 が初歩学校の最年長生
徒(14歳)を 教え るだけの能力 を持 っていないために生徒 たちが時間 を無駄遣 い して しまっている
とい う批判が引 き上げ反対論の背景 にな ってお り*35,より広 い文脈か ら も教師の教 養の内容 と水 準
の問い直 しが迫 られていた。
また,1920年代 は,教 育関係予算の厳 しい節約 が要求 された時代であ り,地 方教育 当局 が設立 す
る師範学校の財政危機 もこの委員会が任命された背景 とな っていた*36。諮問事項 で も注意 すべ き点
として第一に 「公的基金の経済性」があげ られて いるし,報 告書中で も"よ り経済的 な制度"が しば
しば判断基準の一つ と してあ らわれる。
② 中等後教育としての教員養成の模索
教育院総裁任命の委員会は,1925年に報告書を提 出 した*37。
同委員会は,中 等教育は専門養 成を始 める前 に完了す るべ きことや*38,初歩学校教師 をめ ざす人
々の一般教育は同年輩の人 々の一般教 育 と同 じ方針 ,同 じ環境 でなされ るべ きこと*39では一致 して
いた。 しか しなが ら,師 範学校入学以前の一般教育の水準を どの程度 とするか,そ れ と関わって師範
学 校の機能 を どう設定す るかについては意見が分 かれた。委 員会は,多 数意見(14名が署 名)と 少
数意見(4名)に 二分され,し か もそれぞれのなかに も保留意見をつけ る者がいる とい うように分 か
れていた。大 まかに見 る と,多 数意 見が18歳入学,2年 課程 で一般教育 と専門養成 を並列(concur-
rent)で行う師範学校教育を主張 したのに対 し,少 数意見は中等学校 または大学 で学問的 な教育 を修
了 した人 々に養成を行う 「厳密に専門的professional」*40な1年課程を提案 して いた。 少数意見は師
範学校 での養成期間 を2年 か ら1年 に短縮 する とい う点 で,財 政難への対処 を急務 と していた教 育
院 の公式見解を代表 していた といわれている*41。
① 教員養成 と中等教育一1925年報告書
まず,両 者が教員養成 と中等教育 との関連を どのように考 えていたかをみてみ よう。
多数意見では,師 範学校入学以前を教師の一般教育の中間段階,入 学後 を後段 と考 える。
中間段階の一般教育で求め られる水準は,師 範学校入学 資格要件 として表 される。多数意見は,「第
1試験FirstExarnnationsforSecondarySchoolに合格す ること」及 び 「さらにその後1年 間の継続
的学習」を,「中等学校で18歳まで教育を受けて きた者」 に も 「他の場所で18歳まで教育を受けて き
た それ以外の者」 にも求めた*42。
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ちなみに,当 時,師 範学校への入学 には,第1試 験,免 許予 備試験ThePreliminaryExamina-
tionsfortheElementarySchoolTeachers'Certificate,大学入学許可試験TheM ricUlationExami・
nationsofanyUniversityinEnglandandWalesのいずれかに合格することが必要であった*43。
中等学校 を経 て師範学校 に入学 する学生 の場合,第1試 験ない しそれ と同水準の試験 に16～17歳
で合格 しているのが普通であ った粗 。既述の ように,教 生 となった場 合 も,17歳までは他の生徒 と
同様 に中等教 育を受けている状態 であった。 したが って,前 記の要件 を求めることは,一 般教育の到
達水準の引 き上げ 自体にはそれほ ど大 きな貢献 をす るものでは ない。む しろここで重視 されたのは,
合格後1年 間の継続的学習 とい う 「長 さ と連続性」*45であ る と思われる。多数意見 は,未 来の教 師
の中等教育においてはその期間の長さ と継続性 が重要 であ るという立場か ら,教 生 ・教習生 は将来的
に廃止す るべ きとして いた*46。つま り,教 生 ・教習生 とな らずに,完 全な中等教育を受けて師範学
校に直接に進学す る形態を望 ま しい と考 えていた と思われ る。
一方,教 生セ ンターでは,多 様 な職種 を目指す生徒が存在す る中等学校 に比 して,断 片的で孤 立 し
た教育 が行 わ れてお りtこ こで の学習 に よって第1試 験 合格 を果たす こ とは きわめて困難 で あっ
た*47。生徒は多 くの場 合,免 許予備試験(外 国語 を必須 としないこ とをは じめ,第1試 験 より明 ら
かに難易度が低 い)に よって師範学校入学資格 を得ていた。中等学校で教育 を受けていない者が多数
意見の求め る水準で中間段階 の一般教育 を終 えるこ とには無理 がある。一般 教育 を水準向上 し,第
1試験合格を可能 にするには,こ れ らの生徒 に中等学校 での教育 を保障 してい くことが前提条件 であ
った。
多数意 見は,す べての初歩学校教 師が中等学校 で一般教育 を受け るのが理想であ る とい う考 えか
ら,中 等教育の拡充 を求め,「教師 を 目指す者 は,実 現可能 な限 り,中 等学校で中等教育 を受けるべ
きである」 と,都 市部の教生 セン ターの中等学校への合併や認可取 り消 しを提案 している*48。しか
しながら,そ れ にもかかわ らず,中 等学校で中間段階の一般教育を受けるこ とを必須 とするには至っ
ていない。地方での中等学校数の不足,師 範学校入学者を中等教育修了者 に限定す ると(中 等教 育修
了者その ものの数に制約 されて)入 学者不足にな りかねない という数の問題な どを理 由に,中 等学校
修了を師範学校 入学 資格 とす るには到 らず,教 生セ ンター存続 を容認 したのである。教生制度が修正
されなが らも残 存 し続 けたのは,中 等教育改革が進 まぬ ことに要因を持 っていた といわれる*49が,
中等教育拡充 が政策 課題 とな りなが らも 「すべての ものに中等教育を」が実現されない全般状況に,
教員養成 改革 もまた制約 されていたのである。
師範学校 で行われ る一般教育の後段の内容 については,多 数意見では特 に述べ られていないが,師
範学校の教育内容 をよ り専門 的professionalなもの にす るとい う提案に付随 して,「すべての学生が
一教科を選択 し,・ … それ 自体のために学び,2年 で達成可能な限 りの高 レベル」に達す るとい
われている*50。従来 か らも,初 歩学校 の上級生(11歳以上)の 担 当を望む学生は,一 般教育の教科
の うち1教 科 は上級 コースで学習す るこ ととされていたが,こ れを全学生 に拡大するものであ る。
ただ し,初 歩学校の最上級生が達成すべ き水準か ら初歩学校教師に必要な一般教育の最低水準を逆算
する とい う発想が とられているこ と*51,よい初歩学校教師 にな りうる多 くの人 にとって大学水準の
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学問は適切でないという意見に共感 して師範学校学生の一般教育を学位課程で行うことを否定してい
ること*52などか ら考えると,この選択教科の学習水準は,大学進学を目指す中等学校生徒であれば
第1試 験合格後に第6級 で学ぶ水準一策2試験の水準一での一般教育 として予定されているのでは
ないかと思われる*53。多数意見の提案は,師範学校の最終試験(こ れに合格することが免許教師と
しての認定条件になる)が第2試験 とほぼ同水準であった*54という従来の枠を大 きく超えるもので
はないといえよう。
一方,少数意見は,師範学校入学以前にすべての学問的教育(少数意見ではgeneraleducationの
語は用いず,academiceducationを用いている)を身につけることを要求する。そのために,師範
学校の入学資格 として,第1試 験に合格 した後,中 等学校の第6級 まで2年 間学習して第2試験に
合格することを求める。また,19歳未満での師範学校入学を徐々に少な くしたいとしている*55。こ
れ自体は,師範学校への入学資格の飛躍的向上を意味するものである。 しか し,少数意見によれば,
師範学校では,教科に関わる教育は行わず 「厳密に専門的」な養成が行われることになるのであるか
ら,第2試 験合格が初歩学校教師の学問的教養の到達水準を示すことになる。ここでも,初歩学校
教師は中等学校の最上級生が獲得する水準(第2試 験合格)以 上の学問的教養は持たないという従
来の養成の限定内で立論されている*56。
多数意見 ・少数意見の双方 とも,師範学校の入学資格は引き上げようとしているが,師範学校修了
時点まで通 しての学問的教養の獲得 という点で見れば,中 等学校の第6級 の水準を教師志望者に保
障することの確認である。これ自体は,初歩学校の教室での徒弟訓練的養成からスター トした教員養
成にとっては一つの到達点である。 しかし,これは,師範学校を中等後教育機関たらしめることを模
索 している段階であることを示 しており,教員養成が大学教育とは完全に別個で水準が異なるものと
して構想されていることに注意 しなければならない。1925年報告書は教師志望者の学問的な到達度
を低い水準においたままそれを基礎に高度な専門的力量を獲得しうると考えている,と批判されるゆ
えんである*57。
② 専門養成の方向性－tg25年報告書
次に,師範学校での教員養成の方向についてであるが,多数意見 二少数意見 ともに,「より専門的
professionalに」 という点では一致 している。両者の主たる相違は,「専門的に」 という場合の方向
性,具 体的には専門養成の内容の違いにある。
多数意見は教員養成に対 してきわめて明確な目的意識を持っている。現状の師範学校教育は学問的
academicな教育にバイアスがかかっているのが最大の欠点であり,それが養成の実践的効果を減 じ
ている。中等教育拡充を前提 としたうえで,師範学校の養成課程はまず第一に学生が有能な教師にな
るよう養成するという目的で組織されねばならないとする*58。師範学校での教員養成は,中等学校
の一般教育において教師志望者を他の生徒 と区別するなというのとは違って職業教育であ り*59,職
業意識を酒養するには少な くとも2年の期間が必要であると考えるから,師範学校を1年制にする
ことには反対する。
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ただ し,職 業教育 としての 目的意識を持 つこ とは,「単なる技術の獲 得」 や完成 品 としての教師 を
養成するこ ととは異質であ る と考 え られてい る*60。よ り専門的 になるこ とが,教 育的価値 を減 じる
ことにつながってはならない(moreprofessional,butnotlesseducative)のであ る*61。
多数意見の予定する師範学校での職業教育では,ま ず,優 れた ガイダンスの もとで,子 どもと子 ど
もの心の動 きについて学ぶ ことが重視 される。大学教授 に とって一番大事なのはその学問についての
豊富な知識であ るように,教 師 にとつて もっ とも必要なのは子 どもについての知識であるか らだ。師
範学校では子 どもの研究が中心 であ り,教 生制度 の もとで中心 目的 であった学級経 営 とはほ とん ど共
通点がない とされる*62。
次に,子 ども理解 に照 らして,自 分が教 えることにな る教科についての 自分の知識を再検討 し,そ
れを子 どもに教授す るための最適の方法を考 え られ るようにな るこ とが必要 とされ る。"どの ように
すれば子 どもにもっ とも訴 えかけるか"と いう視点 を持 って,教 科 を再検討 し,教 科 の原理を学ぶ こ
とである。 ここでは,教 科は,効 果的 に教え る能 力を得 る素材 とみなされる*63。前述のように学生
は一教科 を選択 して深 く学ぶが,師 範学校 での教科の学習は 「まず第一に,学 校で教 えることを目的
として学ばれねばな らない」*図の である。 ここで求め られているのは,学 生 を一定の学問 ・芸 術分
野の専門家 にす るこ とではない。
多数意 見は,師 範学校 と大学の学生 とのあいだには,素 質に大 きな差異 があ るという認 識に立ち,
特定の教科のみを深 く究 め,他 の教科はよ り一般的な知的能力に期待す るとい う養成の方法は,基 本
的には大学教育学科の もの と考 える。 この ことは同時 に,師 範学校の学 生は教科 より子 どもに興味 を
持つ とい う文脈で,学 位課程での教員養成 とは異な る,子 どもの学習 を中心 とした師範学校独 自の教
育内容 を構 想 してい く基盤に もなっていた*65。この点で,多 数意見の中で も特 に顕著 に"子 ども"
という視点 を出 していたのが師範学校教員であった ことは注 目される*66。
以上のように,多 数意見は,一 方で教生の受けて きた養成,他 方で大学 の学位課程 の学習を念頭に
置 きつつ,子 ども理解 を基礎に した教科研究 ともいうべ き方向をめさ していた。師範学校でのi養成段
階でこれを行 えば,教 育経験を積 むうちに自分自身の技術 を発展させる力量が備わる と考 えたのであ
る*67。
多数意見では また,従 来の師範学校の生活は多忙で,静 かに本を読んだ り熟考す るための時間が少
なす ぎるという考 えか ら,初 歩学校教師にな ること自体を対象化 して考 え,初 歩学校教師の仕事に含
まれる問題 を理解する時間を与え るこ とが必要 とされた*68。
この ように養成期間 に重要な意味 をもたせ るが故 に,原 則 として,養 成課程 を修 了 した者 でなけれ
ば初歩学校教師の認定 を与えるべ きではない と,養 成の必須化を指向 したのである*69。
一方,少 数意見において も,「師範学校の教員養 成には,す で に学 んだ教科 を子 どもに教 えるため
の方法 とい う視点か ら見直すこ とも含 まれる」 とは言われる。 しか し,少 数意見では,師 範学校は,
基本的 に,「活動的な生活の急 を要す る試練のために武器 を磨 き身支度をすぺき時 期」であ り,実際
に職務に就 くに当た って可能な限 り"い かに教 えるか"を 教授す る ことに専念す るべ きと考 え られ
る*70。1年に短縮 された 「厳密に専門的」な師範学 校課程 は試補期間probationaryyearでの継続費
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成 とあわせて完全な準備養成になるとされる*71。
師範学校での専門養成を教授の技法の獲得に集中させる傾向をもつ少数意見であるが,これをただ
ちに徒弟訓練的養成への回帰とのみ断定することは適切でないと思われる。少数意見は,多数意見が
職業意識の油差には最低2年 が必要だ とすることに対 して,職業意識は同僚 と仕事をする中でこそ
身につくものであるとして,養成段階でそれを強調することに懐疑的であ り,教職を聖職視 したくな
いという姿勢は顕著なのである*72。
「より専門的に」の方向性をめ ぐって,子 ども研究を基礎に教職専門教育を膨らませる方向で考え
る多数意見と,実践的な教育方法の訓練で考える少数意見とが分かれているわけである。
ところで,同報告書は,教 生 ・教習生制度には基本的に反対 という立場である*73。地方教育当局
からは,実践的経験がなければ理論的養成が身につかない し,実践させることで教職に不向きな生徒
が早期に進路変更するから不適格者を養成 して公費を無駄遣いせずにすむ,という教習生制度維持の
意見が出されていたが*74,これに対 して委員会は,師範学校入学以前の実践的経験を適格性の最終
審査の機会 とすることには反対であるとしたのである。実践的経験を持たなければ理論が理解できな
いという理由で,実態 としては"商売のかけひきのコツ"を覚え込ませることになっているという教
生 ・教習生制度批判*75と同様の姿勢である。実際,1925年報告書がきっかけとなって,それ以降,
教習生制度をやめる地方教育当局が続出した(表6参 照)。教習生制度 と師範学校での養成は,前者
が学校に基礎をおいたschool-based実践的な導入期間,後 者がより理論的と対比される*76が,で
は,教生 ・教習生 としての実践的導入期間を経ていない学生を対象に,「より専門的professionalな」
養成を行おうとするとき,師範学校の養成内容にはどのような手直 しが必要 となるのだろうか。前述
のように,師範学校入学以前に教師 として認定されたことがない者はまだ3割余であったとはいえ,
この段階で 「より専門的professiona1」を志向するのであれば師範学校課程における実践的経験の位
置づけについての本格的検討が必要であったと思われる。 しかし,多数意見 ・少数意見ともに,この
点については論を展開 していない。教生制度の欠点を批判 しその廃止を考える際,学校に基礎をおい
た実践的な経験がもっていた教育的価値そのものをどう評価し引き継 ぐのかの検討は,子 ども研究を
基礎にした教科教育研究をいう多数意見にとっても,教育方法を重視する少数意見にとっても,必要
な作業ではなかったか と思われる。
③ 自由教養主義と専門職主義
以上でみてきた1925年報告書の多数意見 ・少数意見は,共 に 「より専門的に」 という範囲の中で
の意見の相違であった。
一方,当時,労働党と全国教員組合の内部では,教員養成に根本的な変化が必要だという議論が起
こり,学問的教養に比重をかける意見が台頭 しつつあった。労働党の トー ニーは,教員養成を大学 と
有機的に結びつけて行い,自 由教養教育liberaleducationへのより大 きな機会を与えることを主張 し
ており,「教師教育の統合(自 由教養主義 と専門職主義 との一筆者注)をめざす先駆性をもっていた」
と評されている*77。このような自由教養主義の主張は1925年報告書にはみられないものである。す
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べての教師が大学卒業者 となること(allgraduateprofession)を求めていた全国教員組合から諮問
委員会に参加 していた2名 の委員は,1925年報告書ではそろって少数意見に署名 したが,それは,
少数意見の提案 した 〈学問的教養の教育+1年の専門養成〉 という形態が,〈学位課程+1年の専門
養成〉 という大学卒業者の教員養成の形態 と似通っていたため といわれる*78。現実の教員養成が中
等後教育 としてすら確立 していない段階で 〈学位課程+1年の専門養成〉を主張 していた全国教員組
合の委員が,自説の現実的な受け皿を連続型consecutiveの形態では共通 している少数意見に求めた
ということである。このように,教員養成 と大学を結びつけることを求める主張が連続型の提案とし
てなされ,そ れが並列型で行われてきた師範学校での教育 と対置されることに,当時の論争の複雑さ
が表れている。
トー ニーたち と師範学校教員との討論*79は,師範学校が自らの教育に自負を持ち,学位課程での
養成に懐疑的であることをよく示している。 トー ニーは教員養成を大学の責任にする方向,学位取得
後の専門養成を主張 し,このようにして職業選択の時期を遅らせることが教員養成が他の専門職の養
成から分離されてきた弊害を取 り除 くことになるとする。これに対 し,師範学校代表は学問的aca-
demicな学習 と専門養成の 「二つを並列して一つの課程 とすることが我々の強み」,並列型の方が教
員養成に適 しているとする。師範学校の主張には,ト ーニーの言うようなやり方で分離解消の問題に
取 り組めば,当 時の状況下では結果 として初歩 ・中等学校教師の分離の固定につながる一つまり,初
歩学校教師は第2試験合格を学問的な到達点 としてそれプラス1年 の専門養成を師範学校で,中 等
学校教師の養成は大学で一 と考えての 「現実的選択」 という側面があった*80。しか し,それ と同時
に,師範学校の方が教員養成ではよい仕事を しており,大学は トー ニーが主張するほどのことをして
いないという強い自負があった。並列課程 こそ師範学校のアイデンティティの基盤であり,連続型の
主張は並列型でこそ養われる教師のスキルを無視しているというのである*81。師範学校での養成課
程の内容 を,技術に とどまらないものに改善するための多様な試みが行われてきていたという事
実*82が,この自負を裏付けていると思われる。 しかし,並列課程が学生につけている力量の中身,
並列課程でこそ可能になる学問的な教育と専門養成の関係について説得的に提示できるところまで深
められていないように見える。
さて,こ の後,1930年代末にかけて,表6に 明 らかなように,師範学校は中等後教育 としての位
置を急速に確立 してい く。1925年報告書は,師 範学校への入学許可の最低資格が無免許教師 として
の認定資格である状態を変えは しなかったが,教員養成が中等後教育となることを後押 ししたことは
間違いないだろう。こうして18歳までの完全な中等教育を修了 した者が師範学校に進むことは,教
師たちにとっては,学問的な利益 と同様,社 会的地位の向上のためにも歓迎すべきことであった*83。
全国教員組合は,1935年の執行部決議で 「専門養成をも含む教師の養成 と教育が他の専門職のそれ
と同等に扱われるべき時機が到来 した」と述べ,1939年発行の冊子では,統一された教育制度 と専
門職のためにはすべての教師が大学卒の地位を持ちかっ養成を受けていることが必須であること
(allgraduateandalltrainedprofession),また,すべての師範学校が大学の不可欠の部分となること
や課程修了時の学位が大学から与えられるべきことが提案されている*84。
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(3)師範学校と大学の提携の成立
① 合同試験委員会の提案と具体化
師範学校の教育内容を規定するシラバスの作成 とそのシラバスに準拠 して行われる学生の最終試験
(教員免許状試験)の 実施は,従来,教 育院が統一的に行って きた。教育院は,教 員養成規則によっ
て,師範学校での教科の種類 ・履修方法を定め,さ らにシラパスで教科の内容を規定 していた。シラ
バスは,例 えば,国 語の精読のためにはシェークスピアの 『リチ ャー ド2世』または 『十三夜』の
いずれかをというように細部にわたるものであった*85。師範学校が初歩学校系列の学校 として位置
づけ られていたため,教 育院の統制のもとにおかれていたのである。20世紀初頭には,教 育院の承
認を受けて師範学校が独自のシラバスに基づいて試験を行うことが可能になってはいた*86が,統一
水準の維持が難 しいことや,師範学校があまり熱心でないことを理由に教育院が承認を取 り消したた
め,大 きくは広がらなかった。 しか し,1920年代にはいると,例えば1922-1923年度に免許状試験に
合格 した2年制師範学校学生のうち,教 育院の行う試験を受験 した者は受験者の71.0%であったこ
表8.2年制師範学校卒業者の最終試験受検状況(実施者別)
教育院の試験 師範学校の試験
学位+教育院
の試験
学位+師範
学校の試験
1919「20 3,492人 695人 89人 31人
1920-21 4,226 1,317 202 140
1921-22 4β11 1,347 148 86
1922-23 4,535 1,850 147 63
192324 4,326 950 227 99
1924-25 4,186 846 182 156
1926-27 4,167 965 416 合同試験
委員会1927-28 4,012 1,002 344 合同試験
委員会以外1928-29 3,105 858 352 1,156人
1929-30 187 4,413 486人
1930-31 215 5β42 476
193132 179 4,999 471
1932-33 152 5,324 491
1933-34 160 4,446 484
1934-35 164 4,229 432
1935-36 122 3,679 428
1936-37 129 4,074 386
1937-38 86 3,708 422
出典:表5.に 同 じ。
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と*87にみられるように,教員免許状試験が徐 々にではあるが師範学校の手に移 りつっあった(表8)。
1919年から行われたりヴァプール大学 と3つの師範学校の提携をは じめ,バ ンガー大学,ロ ン ドン
大学でも試験を媒介とする大学 と師範学校の協同が行われる*88など,大学の援助を受けて独自の最
終試験を行う師範学校の例が出現 していた。また,1920年代に,師範学校教員協会が教科別に再編
成されたことで,師範学校教員が教育院の試験を効果的 ・批判的に検討することが可能になってい
た*89。この時期,カ リキュラムだけではな く,試験の基本的な統制の在 り方が問われるようになっ
てきていたのである*90。
1925年報告書は,19世紀末以来,多 様な形態をとって試みられてきた師範学校 と大学 との関係づ
くりを検討 したうえで,「教育院の承認のもと,大学 と師範学校のあいだで特別シラパスが準備され,
それに基づ く試験が,教育院の最終試験の代わりに免許付与試験 として承認されねばならない」とし
た*91。そ して 「大学 と師範学校の連合を保障する手段」として師範学校と大学の代表で構成される
合同試験委員会(JointExaminationBoard)の設立を提案 した。合同試験委員会は,教育院にかわ
って試験を引き受ける。これによって,試験が個々の師範学校の必要に見合ったものとなり,また師
範学校にはより大きな自律が与えられるというものである。師範学校 と大学の関係を緊密にしようと
するのは,思 考と知識の価値のために存在する大学に 「水準 と鼓舞inspiration」を期待するためだ
といわれる*92。
1925年報告書を受けて,教育院 ・師範学校 ・大学 ・地方教育当局等の関係者のあいだで論議が続
けられた。教育院は,総裁パーシーの演説一「教員養成に関する教育院の政策は,師範学校が大学 と
協同して,我 が国の一般教育の供給に適切な地位を占めることを可能にすることであり,師範学校に
教師や教師希望者の教育について学問的な評価を下す自由と権利を与えることである」一が示すよう
に,1925年報告書の提案の具体化に前向きであった*93。1928年には教育院内に設け られた委員会が
地理的な区分を基礎に大学 と師範学校を連携させるべ く地域区分 ・大学 と師範学校の組み合わせ ・教
育院 と合同試験委員会のあいだの権限配分な どの詳細を提示 した*94。そして同年中には,全国を11
の地域に分けて,それぞれに合同試験委員会の設立を終えた。
合同試験委員会の内部機構は,管理委員会(Delegacy又はBoard。大学理事会 ・師範学校理事会
・地方教育当局の代表で構成)の 下に試験委員会(BoardsofExaminars)と学務委員会(Boards
ofStudies,大学 ・師範学校の教員で構成)が置かれているのが通例であった(図2参 照)。
1928-29年度を最後に教育院の試験は停止され,教育院にかわって,各地域の合同試験委員会がそ
の地域の師範学校のためのシラバスの作成 と試験実施を担うこととなった(表8参 照)。ただし,シ
ラバスの最終承認と教育実習(および体育実技 ・工作 ・裁縫)の評価は教育院の権限 として残された。
このため,各教科のシラバスは,学務委員会から管理委員会にまわされてそこで合同試験委員会 とし
ての承認を得た後,さ らに最終承認のために教育院へ提出されるという手続きを踏む必要があった。
シラバスは試験委員会ごとの標準シラバスが一般的であった*95。
こうして師範学校教員が,(2段階の承認を必要 とするとはいえ)自 らの教育内容を決めるシラバ
スの作成に,大学教員とともに携わるようになったのである。これは,師範学校の教育内容編成の自
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管理委員会
(Delegacy又はB・ard)
大学 ・師範学校 ・地方教育 当局
試験委員会
(Board80fExaminar8)
シラバスの承認
教育実習等の評価
(全国 に11)
合同試験委員会 一'
シラバスの作成
試験の実施
学務委員会
(BoardsofStudies)
大学教員 ・師範学校教 員
図2合 同試験委員会
由という面でも,また大学が初歩学校教師の養成に関わるという面でも,これまでにない可能性が得
られたことを意味する。合同試験委員会は,「師範学校を高等教育の主流たらしめる保障」,「これは
単に大学が師範学校の生徒を試験すべ しという提案ではな く,学務委員会やシラバスの準備や内外の
試験官の関係等々といった試験に至る過程の中で大学 と師範学校が緊密に結びつけられるべきである
ということだった」*96と評されるごとくである。
② 教員養成と大学の関係の質
合同試験委員会の実際の活動については,「学務委員会では相互関係ができ,必要と目的の多様性
に見あう多様な試験が促進される傾向」があったとの評価 もある*97。しか し,師範学校 と大学との
関係に関 しては,合同試験委員会とその試験は,師範学校 と大学をアカデ ミックなパー トナーシヅプ
といった類でより緊密にすることはなかった(望 まれたようにはいかなかった)*98といった消極的
な評価が一般的であるようである。
この要因として,合同試験委員会が出発点から持っていた制約を認識 しておかねばならない。
先に見た1925年報告書の 「より専門的」な教育内容をという方向性は,大学 との関係づ くりを必
要条件 として出されているものではなかった。一般教育についても,「最良の一般教育の修了」とい
う意味で教員団体が出 した"allgraduateprofession"要求は,実行不可能 として却下されている。い
わば,教 育内容面での大学の役割強化の必然性が否定され*99ながら,「大学 と師範学校の連合を保
障する手段」 としての合同試験委員会提案が出てきているのである。実現すべき教育内容 との密接な
関連で,大学の 「水準と鼓舞」が期待されているとは言えないのである。
では,教 員養成 と大学 との連携が求められたのはなにゆえか。
既述のように労働党や初歩学校教師の組合である全国教員組合は学位に象徴される学問的水準 と社
会的地位を重視していた。
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これに対 して,師範学校関係者は,大学からの教育内容面での援助より,大学の自治の傘の下には
いることで師範学校自身が自由と自治を持つ教育機関になることの方を重要視 していたようにみえ
る。例えば,師 範学校教員協会は,す でに1918年法をめ ぐる議論のなかでも師範学校 と大学のあい
だの組織的な関係を求めていたが,これは師範学校における 「教授の自由の原則」(教育院の規則か
らの自由という意味で用いられている)を望む故であった*100。教育内容面では,師範学校独自の伝
統に自信をもつ故に,教育院の権限委譲が明確になった段階では,む しろ"教育院に代わる新しいマ
スター としての大学"へ の不安が語られる場合もあった。例えば,「師範学校 と大学の連携にはい く
っもの形態があ り,試験委員会の設立はその一つにすぎない。師範学校は大学 と教養面での接触を持
つべきであるが,実験を行う自らの権限は保持すべきである」というように*101。つまり,大学 と提
携することが,課程内容に新 しい局面を開 くという面でどこまで期待されていたかには疑問があると
いえる。さらにいえば,師 範学校学長会議CouncilofPrincipalsは教育院が提供 した新 しい自由にあ
まり熱心であるようには見えなかった*102といわれるように,国家統制からの自律をめざす姿勢に関
して,師範学校関係者のあいだにも多様性が存在 した。
一方,大学の側には,伝統的に強い国家統制のもとにあった教員養成との関係を緊密にすると,大
学自身の自由 と自治の原則が侵されるのではないかという強い警戒感があった*103。教員養成に関わ
ることを警戒するこの大学人の意識は,ふ たつの最有力大学が合同試験委員会にほとんど(ケンブリ
ッジ大学は1校 の師範学校 とのみ連携)あ るいはまった く(オヅクスフォー ド大学)関 与 しなかっ
たことに顕著に示されている。また,そ もそも合同試験委員会は,大学外の委員会に個 々の大学教員
が委員として参加する形態のものであ り,大学内部の機構に変更をもたらす提案ではなかった。っま
り,大学は合同試験委員会に対 して個々の教員を派遣する以上の組織的な関係を求められていなかっ
た。このことは,合 同試験委員会での仕事を大学教員の本務以外のものとみなす意識*104ともっなが
っていた。
教員養成 と大学の 自治 との関係で,試験が教育院の手を離れて地域ごとの合同試験委員会で行われ
るようになった場合の全国的な標準化standardizationをいかにして担保するかが重大な問題となっ
た。議論は主 として地方教育当局 と大学の間でかわされた*105。地方教育当局は,最低水準を保障
し,水準の比較可能性を監督するために何 らかの中央機関が必要であると主張 し,これに対 して大学
は,合同試験委員会の上にたつそのような機関が大学外部に設置されることは 「われわれの」自治を
侵害すると反論 した。大学の意見はいれられず,この後,1930年に教育院が教員免許試験中央助言
委員会CentralAdVisoryCommitteefortheCertificationofTeachersを設立 した。助言委員会は,試
験の一般的調査や,教科についての最低要件を教育院に助言することによって試験委員会間の水準の
同一性を保障することを目的 としてお り,大学8・師範学校理事会4・師範学校教員4・地方教育当
局4・教師4の24名の委員で構成される*106。なお,1936年には,制度発足以来の合同試験委員会に
よる試験の結果や試験方法 と手続を検討するための小委員会が助言委員会内に設けられたが,1939
年9月 の戦争勃発までに報告書を出すことはないまま,次章で検討する戦時下の改革論議 となった。
合同試験委員会の活動に関 して,合同試験委員会が作成 したシラバスの領域 ・バランスが教育院の
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統一試験のそれとほ とんど変わらなかったということが言われる*107。これについては,合同試験委
員会の実際の活動のなかで,勅任視学官HerMajesty'sInspectorateが果た していた役割 大きい。
合同試験委員会設置に先立ち,すでに1926年12月に教育院内に師範学校検討委員会TrainingCollege
ReferenceCommitteeが設立されていたが,そのメンバーは全員がかつて最終試験を実施した経験を
持つ勅任視学官であった。これらのメンバーが,合同試験委員会発足後は,各合同試験委員会の学務
委員会に出席 してシラバス作成の初期の段階から情報収集や 「助言」を行い,合同試験委員会の側は
経験を積んだ勅任視学官を重宝がるという状態があった*108。この勅任視学官の活動を通 して,教育
院がシラバスの最終承認を行う段階ではすでに標準化がなされている状態になっており,結果 とし
て,合同試験委員会の もとでのシラバスと試験は 「教育院官僚の経験 と判断を表す伝統の主流に似続
けた」*109のである。
しか しこの時期の師範学校においては,英語教授の工夫や心理学の導入など,教科教育法 ・教職専
門教育での改善の努力がなされていた*110。師範学校の教育課程の中心を子 ども研究childstudyが
占めるようになったのも戦間期のことといわれる*111。進歩的な教育思想の影響を受けて自由で活動
的な方法をとろうとする師範学校と,旧来からの厳格な秩序を維持 しようとする初歩学校とのあいだ
の調整不良が表面化するようにもなっていた。師範学校が進歩的な教育思想やハ ドウ報告書以後の学
校の変化に対応 した教育内容改善を指向するのに対 して,教育院がそれを抑制 した事例 もある*112。
1938年4月には,勅任視学官から,中央集権的な試験制度の復活を含む 「提案」が提出されもした。
教育院から合同試験委員会への権限委譲は,合同試験委員会のもとでも師範学校教育が 「伝統の主
流に似続け」るという範囲内で許された限定付きのものであり,あるいは,実質的には勅任視学官を
通 してシラバスと試験を掌握 しうるという見通 しがあったからこそ権限が委譲されたといえるかもし
れない。
師範学校が中等後教育機関となることが達成途上である歴史的段階において,師範学校 と大学の提
携 という点で合同試験委員会はさまざまな制約を負わざるをえない ものであった。 しかし,「後の
ATOの核心があらわれたのは,こ れらの合同試験委員会の活動からであった」*113といわれるよう
に,個別の大学 と師範学校の関係づ くりを超えて,地域を基礎に連携が くまれたことが,次の段階の
確かな準備 となったといえよう。
*1こ れは戦後 も変わ らず,学 位取得者であ って も教員資格取得のために公認の養成課程 を履修 しなければな
らな くなったのは,1973年以降である。
*2EdmundKing,"TheCurricUlumofBritishTeacherTrainingCourses:AnalysisandCritique',,p.1G2inThe
YenrBookOfEducation1963.
*3助 教制度については,児 美川佳代子 「近代 イギ リス大衆学校における一斉教授の成立 について」『東京大学
教育学部紀要』第32巻,1992年お よび同 「近代大衆学校の成立におけ るモニ トリアル ・システムの意味」r東
京大学大学院教育学研究科紀要』第36巻,1996年参照。
*4教 生制度pupilteachersystemは1846年に導 入された。初歩学校 で一定の学力 をつけた13歳以上の生徒が
教生 として選ばれて初歩学校 と契約 を結 び,教 師 となるための準備教育を受 けなが ら,同 時 に徒弟 と して
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教師 の補助を担 う制度。
*51907年にbursaryandstUdentteachersystemとして導入された。教師 となる意志 を持つ生徒 に奨学金bur-
saryを与え,16歳以降1年 間の中等学校在籍 を可能にす る。その後,当 該生徒 は,師 範学校 に進むか教習
生studentteacherとなる。
*6Taylor,W.,SOcietyandEdteaationofTeachers,Faber&Faber,1969,p.64.
*7Hencke,D.,CollegesinCiisis,PenguinBooks,1978,pp.19-20.通学制師範学校の学生は,一 般教育を大学
で,専 門養成 を師範学校 で受 ける。 大学での学位取得 も可能であ った。
*8小 林哲也 「英国の教員養成制度一 教員養成 における大学の役割一」r教育学誌』第3号(教 職の専門性),
牧書店,p.213。
*9Je」肝eys,M.V.C.,RevelutioninTeacher-Training,SirIsaacPitman&Sons,1961,p.11.
*10この間の事情については,拙 稿 「イギ リスの教員養成 における課程認定制度の導 入」r新教育職 員免許法下
の教員養成カ リキ ュラムに関す る調査研究』(課題番号02301034,平成3年 度科学研究費補助金[総 合研究
A]研 究成果報告書)1992年3月および 「文献紹介:CATE(イ ギ リス教師教育認定委員会)」全国私立大
学教職課程研究連絡協議会r教 師教育研究第6号 』1993年5月参照。
*11以下本稿では,特 に断 らない限 り,教 師 とは初歩学校教師,師 範学校 とはほぼ全員が公立初歩学校教師 と
なる2年 制の師範学校の ことである。
*12Niblett,W.R.,Humphreys,D.W.&Fa油urst,」.R.,TheUniversityConnectibn,NFER,1975,p.255など。
*13海後宗臣r教 員養成』東京大学出版会,P.546。
*14向山浩子 ・五十嵐顕 「戦後教員養成論の再検討(下)」 『東京大学教育学部紀要』第16巻,p.230,1976年。
*15横須賀薫 「教員養成教育の教育課程 について」r教育学研究』第40巻第2号 ,1973年。 なお,同 論文のは ら
む問題については,岡 本洋三 「教育学部論」『鹿児島大学教育学部研究紀要』第30巻,1979年(岡本洋三r開
放制教員養成制度論』大空社,1997年所収)。
*16鮎寄俊雄 「『大学におけ る教員養成』 の歴史的研究一師範大学論争 を中心 として一」『日本の教育史学』,第
37集,日本教育史学会,1994年,82頁。
*17山田昇 「『大学 におけ る教 員養成』 と教員養成の研究」『教育学研究』第54巻第3号 ,日 本教育学会,1987
年,7頁 。
*181997年7月に教育職 員養成審議会が第1次 答申を提出 し,2000年4月実施を 目途 とした教 員免許制度 ・教
員養成 カリキ ュラム基準の改革の準備が進行中である。
*19Sandiford,P.,TheTrainingofTcachersinEnglandandWales-TeachersCollege,Col"mbiaUnivetsity.Con-
tn'bκtionstoEducation,No.32,1910,pp.152-153,およびJones,L.G.E.,TheTrainingOfTeachersinEn-
glandandUraJesTACriticalSμrvety,OxfordUniversityPress,1924,p.40,およびBoardofEducation,
RePortOftheDepartmentalCommitteeontheTrainingofTenchersforPbeblicElementatySchools,Cmd.2409,
1925,(以下,1925年報告書 と略す)pp.16--17より作成。
*2018歳以上で身 体強健であ り,指 定 された資格の一つ(例 えば後述の第1試 験合格)を 取得 していれば,無
免許教師 として認定を受けることができ,師 範学校に進 まず とも教職 に就けた。
*21国庫補助 を受ける中等学校は入学定 員の一定部 分を無月謝で初歩学校卒業生 にふ りあて,こ の制度の受け
皿 としなければな らな かった。1918年の法 改正 により,教 育院が個 々の生徒を教習生 と して認定する しく
みは廃止されている。
*2220世紀に入 って地方ruralarea以外では16歳未満の生徒 を教生 と して承認で きな くなったため,当 時の教
生制度は2年 である。
*231925年報告書,p.22、
*as無免許教師は,何 年かの勤務の後,師 範学校 に入学 して免許教師 にな る場合 もあれば,教 育院が行 うCer・
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tificateExaminationforActingTeachersによ っ て 免 許 教 師 に な る 道 もあ っ た 。 無 免 許 の ま ま とな る者 は 特
に 女 性 に 多 く見 られ た 。
*25Jones,LG.E.,p.37.
*es独 立 の 教 生 セ ン ター に お い て も,1年 目は 一 般 教 育 に 当 て られ て い た 。(1925年報 告 書,p.13)
*27無 免 許 教 師 に は ,18歳 ま で 中 等 学 校 に 在 学 した 人(前 述 の ア)の ル ー ト)も 含 ま れ る が,数 と して は 多 く
な く,こ れ ら の 人 々 を 加 え た と して も,18歳 ま で 中 等 学 校 に 在 籍 し た 者 は 多 数 派 に は な り 得 な い と考 え ら
れ る 。
*281925年報 告 書 ,p.16.
*29同 上 ,p.11.
*30RegulationsfortheTrainingofTeachers1922,1925年報 告 書,p.89よ り重 引 。
*31RePortOftheBoardofEduαationfortheγ勿71919-1920,pp.65-66.
*321925年報 告 書 ,p.9.
*ssRepmOfthelicardofEdtccationforthey泌〃919-1920,p.65.
*34Tawney,R.H.,SigcondaryEducattonforAll:APolic)tfortheLaboterPariyが発 行 さ れ た の は1922年で あ る 。
*351925年報 告 書 ,p.54.
*36Humphreys,D.W.,TheRelationshiPsbetweentheTrainingCollegesandtheUniversitieSbefereMcNair,Lyn・
daleHousePapers,1965,p.4.
*371925年報 告 書 の こ と 。 な お,こ の 間,1924年11月 に 政 権 は 労 働 党 か ら保 守 党 に 移 り,教 育 院 長 官 はSir
CharlesTrevelyanからLordEustacePercyにか わ っ て い る 。 こ の 時 期 は,イ ギ リ ス 教 育 史 の な か で 教 育
と経 済 を 結 ぶ 長 期 教 育 計 画 の 登 場 し た 時 代 と 評 さ れ て い る(三 笠 乙 彦 「教 育 史 に お け る1920年代 一 イ ギ リ
ス 教 育 の 立 場 か ら 」r日 本 の 教 育 史 学 第26集 』 講 談 社,1983年,125頁)。
迎1925年 報 告 書,p.15.
*39同 上 ,p.24.
*ω 同 上 ,p.183.
*41Niblett,W.R.,Humphreys,D.W.&Fairhurst,」.R.,Op.αiム,p.23.
*421925年報 告 書 ,p.160.
*43RegulationsfortheTrainingofTeachers1922,AppendiX.A(1),Jones,L、G.E.,ψ.砿,p.396より重 引 。
*"1925年 報 告 書 ,p.17.
*as同 上 ,p.70.
*as同 上 ,p.159.これ は 初 歩 学 校 教 師 を 主 要 構 成 メ ン バ ー とす る 全 国 教 員 組 合NationalUnionofTeachersの
公 式 見 解 と も一 致 して い る 。
糊 同 上 ,p.67.
*48同 上,p .158.
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